
 

○岡山市一時預かり事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 保護者の育児疲れによる心理的若しくは身体的負担を軽減するため，又は，疾病，出

産，勤務形態の多様化等に伴い，一時的に家庭での保育が困難となる場合に安心して子育て

ができる体制を整備するため，事業者が，特定教育・保育施設等の実施場所において自主的

に一時預かり事業（以下「本事業」という。）に取り組む場合，予算の範囲内において，補

助金を交付するものとし，その交付に関しては，この要綱に定めるもののほか，岡山市補助

金等交付規則（昭和４８年市規則第１６号。以下「規則」という。）に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は，規則で使用する用語の例による。 

２ この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

(1) 特定教育・保育施設等 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「支援

法」という。）第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設及び支援法第２９条第１項

に規定する特定地域型保育事業者が運営する事業所をいう。 

 (2)  一時預かり 特定教育・保育施設等で行われる児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。

以下「法」という。）第６条の３第７項に規定する一時預かり事業をいう。 

(3)  一般型一時預かり 市内に居住し，主として特定教育・保育施設等に通っていない，又

は在籍していない乳幼児に対して，本市内の特定教育・保育施設等で行われる一時預かり

事業をいう。 

(4)  幼稚園型Ⅰ一時預かり 市内に居住し，主として幼稚園又は認定こども園（以下，「幼

稚園等」という。）に在籍する満３歳以上の幼児に対して，教育時間の前後又は長期休業

日等に当該幼稚園等で行われる一時預かり事業をいう。 

（補助事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は，次の各号に掲げる

ものとし，その実施に当たっては，この条に規定するもののほか，「一時預かり事業の実施

について」（令和６年３月３０日５文科初第２５９２号・こ成保第１９１号）の別紙「一時



預かり事業実施要綱」によるものとする。 

(1) 一般型一時預かり事業 次に掲げる要件のいずれをも満たした一般型一時預かりを実

施する事業 

ア 児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号。以下「施行規則」という。）第

３６条の３５第１号に規定する基準を満たし，乳幼児の処遇に支障のないようにするこ

と。 

イ 日々の乳幼児の受入れについては，乳幼児の家庭状況及び健康状態の把握に努めつつ，

保育需要に応じて弾力的に対応すること。 

ウ 日々の利用対象児童数，利用事由等の実施状況に関する書類を整備すること。 

(2) 幼稚園型Ⅰ一時預かり事業 次に掲げる要件のいずれをも満たした幼稚園型Ⅰ一時預か

りを実施する事業 

ア 施行規則第３６条の３５第２号（ロは附則第５６条第１項において読替え）に規定す

る基準を満たし，幼児の処遇に支障のないようにすること。 

イ 日々の利用対象児童数等の実施状況に関する書類を整備すること。 

ウ 教育時間と一時預かり時間を合わせて８時間以上の施設利用が可能な体制を確保する

こと。 

（補助事業者） 

第４条 補助事業者は，法第３４条の１２第１項に規定する届出をした第２条第２項第１号に

規定する特定教育・保育施設の設置者及び特定地域型保育事業者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するものは，補助事業者としない。 

(1) 市税を滞納しているもの 

(2) 規則第２０条第１項各号に定める事由により補助金の交付決定の取消しを受け，当該

取消しの日の属する年度の翌年度から起算して１年を経過していないもの 

（補助対象経費） 

第５条 補助事業の実施に際し支出される経費のうち，補助金の交付額の算定に当たって対象

となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，一時預かりの実施に必要な人件費，給食

費その他必要な経費とする。 

 



（補助金の額） 

第６条 補助金の額は，施設又は事業者ごとに，第３条各号に掲げる補助事業の区分に応じ，

補助対象経費の実支出額から徴収金，寄附金その他の収入金を控除した額と別表第１に定め

る基準額とを比較して，いずれか少ない方の額を合計した額とする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 規則第５条第１項第１号から第４号に規定する書類の提出は要しない。 

２ 規則第５条第１項第５号に規定するその他市長が必要と認める書類は，次のとおりとする。 

(1) 一時預かり事業の実施状況が明らかになる書類 

(2) 補助事業に係る経費の収支決算書 

(3) 市税を滞納していないことを証明する書類 

（着手届及び完了届の免除） 

第８条 規則第１５条に規定する補助事業等着手・完了届の提出は要しない。 

（実績報告） 

第９条 規則第１６条第２項の規定により，実績報告書の提出は要しない。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の実施に関し必要な事項は，市長が別に定

める。 

 

附 則 

この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２５年５月７日から施行し，平成２４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，平成２６年１２月９日から施行し，平成２６年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，平成２７年７月１４日から施行し，平成２７年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，平成３０年７月２日から施行し，平成３０年４月１日から適用する。 



附 則 

この要綱は，令和元年５月２４日から施行し，平成３１年４月１日から適用する。 

  附 則 

この要綱は，令和２年６月２日から施行し，令和２年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は，令和３年６月１１日から施行し，令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は，令和４年５月２４日から施行し，令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は，令和４年５月２４日から施行し，令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は，令和５年６月１９日から施行し，令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は，令和６年５月３１日から施行し，令和６年４月１日から適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和７年２月１９日から施行し，令和６年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 第３条第１号及び第２号に定める基準については，保育士の配置の状況に鑑み，保育の

提供に支障を及ぼすおそれがあるときは，令和６年３月１３日内閣府令第１８号（以下「改

正府令」という。）による改正後の児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（以下「設備

運営基準」という。）第３３条第２項の規定は，令和６年度に限り，適用しない。この場合

において，改正府令による改正前の設備運営基準第３３条第２項の規定は，なおその効力を

有する。 

 

 

 

 



別表第１（第６条関係） 

基準額は，第３条各号に掲げる補助事業の区分に応じ，次の各号ごとに算定された額とする。 

 

(1)  一般型一時預かり事業 

(ア) 基本分 

年間延べ利用児童数 １か所当たり年額単価 

３００人未満 ２，８３３，０００円

３００人以上９００人未満 ３，１０５，０００円

９００人以上１,５００人未満 ３，３２１，０００円

１,５００人以上２,１００人未満 ４，７９７，０００円

２,１００人以上２,７００人未満 ６，２７３，０００円

２,７００人以上３,３００人未満 ７，７４９，０００円

３,３００人以上３,９００人未満 ９，２２５，０００円

３,９００人以上４，５００人未満 １０，７０１，０００円

４，５００人以上５，１００人未満 １２，１７７，０００円

５，１００人以上５，７００人未満 １３，６５３，０００円

５，７００人以上６，３００人未満 １５，１２９，０００円

６，３００人以上６，９００人未満 １６，６０５，０００円

６，９００人以上７，５００人未満 １８，０８１，０００円

７，５００人以上８，１００人未満 １９，５５７，０００円

８，１００人以上８，７００人未満 ２１，０３３，０００円

８，７００人以上９，３００人未満 ２２，５０９，０００円

９，３００人以上９，９００人未満 ２３，９８５，０００円

９，９００人以上１０，５００人未満 ２５，４６１，０００円

１０，５００人以上１１，１００人未満 ２６，９３７，０００円

１１，１００人以上１１，７００人未満 ２８，４１３，０００円

１１，７００人以上１２，３００人未満 ２９，８８９，０００円



１２，３００人以上１２，９００人未満 ３１，３６５，０００円

１２，９００人以上１３，５００人未満 ３２，８４１，０００円

１３，５００人以上１４，１００人未満 ３４，３１７，０００円

１４，１００人以上１４，７００人未満 ３５，７９３，０００円

１４，７００人以上１５，３００人未満 ３７，２６９，０００円

１５，３００人以上１５，９００人未満 ３８，７４５，０００円

１５，９００人以上１６，５００人未満 ４０，２２１，０００円

１６，５００人以上１７，１００人未満 ４１，６９７，０００円

１７，１００人以上１７，７００人未満 ４３，１７３，０００円

１７，７００人以上１８，３００人未満 ４４，６４９，０００円

１８，３００人以上１８，９００人未満 ４６，１２５，０００円

１８，９００人以上１９，５００人未満 ４７，６０１，０００円

１９，５００人以上２０，１００人未満 ４９，０７７，０００円

(イ) 減免加算分 

岡山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業等の利用者負担額に関する条例（平

成２７年岡山市条例第２３号。以下「条例」という。）別表に掲げるＡ階層及びＢ階層

に該当する世帯に対して，徴収金の減免を行った場合，乳幼児１日１人につき，実際に

減免した額と２，０００円とを比較して少ない方の額に利用日数を乗じて得た額の合計

額とする。 

 

(2) 幼稚園型Ⅰ一時預かり事業 

(ア) 基本分 

区分 児童１人当たり日額単価 

ア 基本分 

平日の教育時間前後や長期休業日の

利用に適用 

 

（ア）年間延べ利用児童数２，０００人超 

基準額  

①平日 ４００円 

②長期休業日（８時間未満） ４００円 



③長期休業日（８時間以上） ８００円 

（イ）年間延べ利用児童数２，０００人以下 

基準額  

①平日 次の算式により算定した額 

１，６００，０００円を年間延べ利用児童

数で除した額から４００円を減じた額（１

０円未満切り捨て） 

②長期休業日（８時間未満） ４００円 

③長期休業日（８時間以上） ８００円 

イ 休日分 

土曜日，日曜日及び国民の休日等の

利用（１日当たり８時間）に適用 

基準額 ８００円 

 

ウ 長時間加算 

上記区分ア及びイの利用において，

ア（ア）①及びア（イ）①については

１日当たり４時間（又は教育時間との

合計が８時間），ア（ア）③,ア（イ）

③及びイについては１日当たり８時間

を超えた利用（概ね１日当たり１時間

以上）に適用 

上記区分アの利用において，ア（ア）

②及びア（イ）②について１日当たり

４時間を超えた利用（概ね１日当たり

１時間以上）に適用 

基準額  

・超えた利用時間が２時間未満 １５０円 

・超えた利用時間が２時間以上３時間未満  

３００円 

 ・超えた利用時間が３時間以上 ４５０円 

 

 

 

 ・超えた利用時間が２時間未満 １００円 

 ・超えた利用時間が２時間以上３時間未満 

２００円 

 ・超えた利用時間が３時間以上 ３００円 

(イ) 減免加算分 

条例別表に掲げるＡ階層及びＢ階層に該当する世帯に対して徴収金の減免を行った場

合，幼児１日１人につき，実際に減免した額と次の表に定める額とを比較して少ない方

の額に利用日数を乗じて得た額の合計額とする。 



１日の利用時間 

４時間未満の場合 ４時間以上の場合 

１,０００円 ２,０００円

 


